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22.3期 23.3期 23.3期 対中計見直し

1Q実績 1Q実績 差額 比率 通期予想 差額 比率 比率

【連結】

営業収益 2,019 2,971 +951 147.1% 13,090 +2,778 127.0% 90.3%

営業費用 2,513 2,776 +262 110.4% 12,790 +1,288 111.2% 97.6%

営業利益/損失(▲) ▲ 493 195 +689 - 300 +1,490 - 21.4%

経常利益/損失(▲) ▲ 515 169 +684 - 135 +1,345 - 10.8%

親会社株主に帰属する

四半期純利益/損失(▲)
▲ 320 578 +899 - 585 +1,716 - 73.1%

EBITDA ▲ 105 581 +687 - 1,930 +1,500 449.9% 58.5%

【単体】

運輸収入 989 1,577 +587 159.4% 6,730 +1,853 138.0% 86.8%

営業費用 1,615 1,665 +49 103.1% 7,645 +598 108.5% 97.4%

対前年 対前年

23.3期1Q決算・通期業績予想 ハイライト
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 23.3期第1四半期は、緩やかな需要回復を背景に、引き続き構造改革の取組みを進捗させた

ことにより、連結・単体ともに20.3期以来3期ぶりの黒字を確保。

 コスト構造改革の取組みは、今期単体▲200億円の計画に対し、第1四半期実績は▲45億円。

 感染再拡大や物価高騰の影響など、先行きの不透明感は増しているものの、概ね想定の範囲内で

推移していることから、通期業績予想・配当予想は据え置く。

*「対中計見直し」の比率は「収益認識に関する会計基準」の影響を加味していません。

（億円）



23.3期1Q決算・通期業績予想 運輸業
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 23.3期における想定(前提)
山陽新幹線（新大阪～西明石間）・近畿圏（近距離券発売枚数）
ご利用実績・想定（前提）

22.3期 23.3期

*21.3期以降は「収益認識に関する会計基準」を適用した数値です（23.3期中計見直し時想定を除く）

中計見直し時想定*

830

12月

90%
程度

近畿圏

山陽新幹線

21.10月 22.1月 4月 12月7月 10月 23.3月

 ポイント

 新幹線4月:55%程度、近畿圏4月:85%程度から緩やか
に回復、12月末頃にコロナ前の9割に回復するとの想定
に対し、第1四半期はやや上振れて推移。

 第7波到来等による需要回復への影響も考慮し、
通期予想は据え置く。

 営業収益 （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

1,108 1,714

うち単体運輸収入
新幹線
近畿圏
その他在来線

989
370
480
138

1,577
747
631
198

 営業利益 （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

▲474 89

 EBITDA （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

▲164 391

23.3月

中計見直し時想定*

8,550

新幹線:4月55%程度
近畿圏:4月85%程度

12月末頃にコロナ前の
90%程度に回復



23.3期1Q決算・通期業績予想 流通業
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 ポイント

 第1四半期は、期間を通じて需要回復基調が継続し、
物販飲食業・百貨店業ともに、概ね想定の範囲内の実績。

 営業収益（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

258 370

物販飲食業
うち ヴィアイン

215
*12

312
23

百貨店業 33 46

 営業利益（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

▲38 1

物販飲食業
うち ヴィアイン

▲30
▲14

2
▲6

百貨店業 ▲6 ▲1

 EBITDA（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

▲24 15

物販飲食業
うち ヴィアイン

▲20
▲10

11
▲1

百貨店業 ▲4 0

*21.3期以降は「収益認識に関する会計基準」を適用した数値です（23.3期中計見直し時想定を除く）

中計見直し時想定*

50

 23.3期における売上高想定(前提)

9割
程度

百貨店売上高
（コロナ前比）

物販店舗売上高
（コロナ前比）

21.10月 22.1月 4月 12月7月 10月 23.3月

ヴィアイン
新幹線のご利用回復に連動し、
12月にコロナ前の8割程度に
回復するものと想定

中計見直し時想定*

2,300

(%)

年間を通じてコロナ前の9割程度で
推移するものと想定

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません
*訂正を反映させた数値です。なお、22.3期上期及び通期実績への影響はありません。

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません

22.3期 23.3期



 ポイント

 新規開業物件やその平年度化、投資家向け販売が
牽引し、対前年増収増益。概ね想定どおりの推移。

23.3期1Q決算・通期業績予想 不動産業
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*21.3期以降は「収益認識に関する会計基準」を適用した数値です（23.3期中計見直し時想定を除く）
**19.3期～22.3期のEBITDAは訂正を反映させた数値です。 なお、各期実績への影響はありません。

 営業収益（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

326 372

不動産賃貸・販売業

うち 不動産賃貸
不動産販売

231

118
112

246

126
119

SC業 90 124

 営業利益（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

83 100

不動産賃貸・販売業

うち 不動産賃貸
不動産販売

52

42
10

79

40
38

SC業 6 19

 EBITDA（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

143 164

不動産賃貸・販売業 94 122

SC業 19 36

23.3期は年間を通じて、コロナ前の
9割程度まで回復するものと想定

 23.3期におけるSC売上高想定(前提)

中計見直し時想定*

1,850

中計見直し時想定*

390

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません



23.3期1Q決算・通期業績予想 その他事業（ホテル業・旅行業）
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 ポイント

 ホテル業においては、鉄道のご利用回復とも連動し、
需要回復に伴って客室稼働率が改善。
3月のホテルヴィスキオ富山開業も増収に貢献した。

 旅行業においては、ワクチン接種事務局業務などの
ソリューション事業が堅調な推移を見せ、計画を上回る
実績となった。

 営業収益（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

ホテル業 33 69

旅行業 120 273

 営業利益（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

ホテル業 ▲30 ▲9

旅行業 ▲28 15

 EBITDA（主な内訳） （億円）

22.3期1Q実績 23.3期1Q実績

ホテル業 ▲21 ▲1

旅行業 ▲27 15

 23.3期における想定(前提)

【ホテル業】
 4月の稼働率はコロナ前の7割程度
 鉄道需要の回復に伴い、4Qでコロナ前の9割程度まで

回復するものと想定

【旅行業】
 4月における国内旅行商品の予約状況は

コロナ前の3割程度
 旅行需要の緩やかな回復に伴い、22年12月末時点で

国内旅行収入はコロナ前の6割程度と想定

 ホテル稼働率の推移

※宿泊特化型ホテル「ヴィアイン」は流通業です

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません

※各内訳は主な子会社の合計値であり、その合計はセグメント計と一致しません
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決算ハイライト
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  （単位：億円）

増減 比率(%) 増減 比率(%)

A B B-A B/A C D D-C D/C

【連  結】

2,019 2,971 +951 147.1 10,311 13,090 +2,778 127.0

▲ 493 195 +689 － ▲ 1,190 300 +1,490 －

▲ 515 169 +684 － ▲ 1,210 135 +1,345 －

▲ 320 578 +899 － ▲ 1,131 585 +1,716 －

1,192 1,801 +609 151.2 5,776 7,690 +1,913 133.1

運輸収入 989 1,577 +587 159.4 4,876 6,730 +1,853 138.0

1,615 1,665 +49 103.1 7,046 7,645 +598 108.5

458 446 ▲ 11 97.5 1,807 1,775 ▲ 32 98.2

700 761 +60 108.7 3,347 3,975 +627 118.8

動力費 88 118 +29 133.7 408 590 +181 144.6

修繕費 245 238 ▲ 7 97.0 1,367 1,510 +142 110.5

業務費 366 404 +38 110.4 1,572 1,875 +302 119.3

308 300 ▲ 7 97.4 1,272 1,255 ▲ 17 98.6

▲ 423 136 +560 － ▲ 1,270 45 +1,315 －

▲ 451 104 +556 － ▲ 1,382 ▲ 100 +1,282 －

▲ 235 563 +798 － ▲ 1,216 480 +1,696 －

*2022年4月28日発表の通期予想から変更しておりません

人件費

物件費

減価償却費

営業利益又は損失（▲）

経常利益又は損失（▲）

四半期（当期）純利益又は純損失（▲）

経常利益又は損失（▲）

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益又は純損失（▲）

【単  体】

営業収益

営業費用

営業収益

対前年
2022年3月期

通期実績

営業利益又は損失（▲）

2022年3月期

1Q実績

2023年3月期

1Q実績

対前年 2023年3月期

通期予想

(8/2)*



単体損益計算書と業績予想
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（単位：億円）

増減 比率(%) 増減 比率(%)

A B B-A B/A C D D-C D/C

営業収益 1,192 1,801 +609 151.2 5,776 7,690 +1,913 133.1
運輸収入 989 1,577 +587 159.4 4,876 6,730 +1,853 138.0
その他収入 202 224 +22 110.9 899 960 +60 106.7

営業費用 1,615 1,665 +49 103.1 7,046 7,645 +598 108.5
人件費 458 446 ▲ 11 97.5 1,807 1,775 ▲ 32 98.2
物件費 700 761 +60 108.7 3,347 3,975 +627 118.8

動力費 88 118 +29 133.7 408 590 +181 144.6
修繕費 245 238 ▲ 7 97.0 1,367 1,510 +142 110.5
業務費 366 404 +38 110.4 1,572 1,875 +302 119.3

線路使用料等 66 66 ▲ 0 99.7 267 270 +2 100.8
租税公課 82 91 +8 110.5 351 370 +18 105.3
減価償却費 308 300 ▲ 7 97.4 1,272 1,255 ▲ 17 98.6

営業利益又は損失（▲） ▲ 423 136 +560 － ▲ 1,270 45 +1,315 －

営業外損益 ▲ 27 ▲ 31 ▲ 3 － ▲ 112 ▲ 145 ▲ 32 －
営業外収益 32 22 ▲ 9 － 133 80 ▲ 53 －
営業外費用 59 54 ▲ 5 － 246 225 ▲ 21 －

経常利益又は損失（▲） ▲ 451 104 +556 － ▲ 1,382 ▲ 100 +1,282 －

特別損益 6 72 +65 － 110 170 +59 －
特別利益 31 95 +64 － 541 185 ▲ 356 －
特別損失 25 23 ▲ 1 － 431 15 ▲ 416 －

四半期（当期）純利益又は純損失（▲） ▲ 235 563 +798 － ▲ 1,216 480 +1,696 －

*2022年4月28日発表の通期予想から変更しておりません

対前年
2022年3月期

通期実績

2022年3月期

1Q実績

対前年
2023年3月期

1Q実績

2023年3月期

通期予想

(8/2)*



運輸収入の主な増減要因
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（単位：億円）

2023年3月期　1Q実績

運輸収入 対前年

基礎トレンド(100.0%)

・コロナ影響の低減 +372

等

基礎トレンド(100.0%)

・コロナ影響の低減 +147

等

基礎トレンド(100.0%)

・コロナ影響の低減 +58

等

+211

(134.1%)

+587

(159.4%)
※荷物収入は金額些少のため省略

運輸収入計 1,577

特

殊

要

因

その他 198
特

殊

要

因

在

来

線

近畿圏 631
+151

(131.5%)

+59

(143.2%)

在来線計 829

主な増減要因

新幹線 747
特

殊

要

因

+376

(201.6%)



運輸収入と旅客輸送の実績と業績予想
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運輸収入 （単位：億円） 輸送人キロ （単位：百万人キロ）

+587 +1,853 +2,790

159.4% 138.0% 133.2%

+376 +1,273 +1,675

201.6% 160.2% 198.7%

+1 +11

105.1% 105.6%

+375 +1,663

209.1% 211.9%

+211 +579 +1,115

134.1% 121.0% 116.6%

+10 +186

103.5% 103.7%

+200 +928

163.7% 156.3%

+151 +402 +855

131.5% 119.1% 116.0%

+9 +171

104.0% 104.2%

+141 +684

161.2% 155.0%

+59 +176 +259

143.2% 127.1% 119.3%

+0 +14

101.6% 101.6%

+58 +244

170.7% 160.0%

*2022年4月28日発表の通期予想から変更しておりません

その他 138 830

－

定期 54 55 941 955

定期外 231 372 1,242 1,926

定期外 83 142 408440 － － 653

定期 249 259 4,108978 －

1,128 －

2,107

定期外 314 515 1,651 2,5801,569 － －

近畿圏 480 631 2,510

定期 304 314 5,049 5,235

在来線 618 829 6,7002,760

1,191 － －

3,340

定期外 343 719 1,486 3,1492,010 － －

定期 26 28 211 223106 － －

新幹線 370 747

全社計 989 1,577 8,3984,876

2,116

6,730

3,390 1,697 3,373

2022年

3月期

2023年

3月期
対前年

2022年

3月期

2023年

3月期
対前年

通期実績/予想

2022年

3月期

通期実績

2023年

3月期

通期予想

(8/2)*

対前年

－

1Q実績（4/1～6/30） 1Q実績（4/1～6/30）

11,188

7,815

5,351 6,206

－

1,349 1,609

212 －

198

4,279

653



単体営業費用の主な増減要因
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連結損益計算書と業績予想
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セグメント情報と業績予想
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各セグメントの主な増減要因
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連結財政状況
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諸元表
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将来の見通しに関する注意事項

本スライドは、JR西日本の事業、産業及び世界の資本市場についてのJR西日本の現在の予定、推定、見込み又は予想に
基づいた将来の展望についても言及しています。

これらの将来の展望に関する表明は、さまざまなリスクや不確かさがつきまとっています。通常、このような将来への展望に関す
る表明は、「かもしれない」、「でしょう」、「予定する」、「予想する」、「見積もる」、「計画する」、又はこれらに類似する将来のこ
とを表す表現で表わされています。これらの表明は、将来への予定について審議し、方策を確認し、運営実績やJR西日本の
財務状況についての予想を含み、又はその他の将来の展望について述べています。

既に知られた若しくはいまだ知られていないリスク、不確かさその他の要因が、かかる将来の展望に対する表明に含まれる事柄
とも大いに異なる現実の結果を引き起こさないとも限りません。JR西日本は、この将来の展望に対する表明に示された予想が
結果的に正しいと約束することはできません。 JR西日本の実際の結果は、これら展望と著しく異なるか、さらに悪いこともありえ
ます。

実際の結果を予想と大いに異なるものとしうる重要なリスク及び要因には、以下の項目が含まれますが、それに限られるわけで
はありません。

財産若しくは人身の損害に関する費用、責任、収入減、若しくは悪い評判

経済の悪化、デフレ及び人口の減少

日本の法律、規則及び政府の方針の不利益となる変更

旅客鉄道会社及び航空会社等の競合企業が採用するサービスの改善、価格の引下げ及びその他の戦略

感染症の発生・流行

地震及びその他の自然災害のリスク、及び情報通信システムの不具合による、鉄道その他業務運営の阻害

本スライドに掲げられたすべての将来の展望に関する表明は、2022年8月2日現在においてJR西日本に利用可能な情報に
基づいて、 2022年8月2日現在においてなされたものであり、 JR西日本は、将来の出来事や状況を反映して、将来の展望
に関するいかなる表明の記載をも更新し、変更するものではありません。

なお、2005年4月25日に発生させた福知山線列車事故に関する今後の補償費用等については、現時点で金額等を合理
的に見積もることが困難なことから、本スライドの見通しには含まれておりません。

当資料は、弊社ホームページでご覧いただけます。
JR西日本ホームページ「IR情報」 https://www.westjr.co.jp/company/ir/
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